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JSG ニュースレター 

台湾財政部公布の「税務調査徴収法」第26

条の規定に基づく「重度の特殊感染性肺炎の

感染拡大による納税の延期又は分納」に係る

事項について 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

台湾財政部は、先般、台財税字第 10904533690 号通達を公布し、

納稅義務者は、「重度の特殊感染性肺炎（COVID-19）予防と感染に係

る負担軽減の促進に関する特別条例」の施行期間（2020（民国 109） 

年 1 月 15 日から 2021（民国 110 ）年 6 月 30 日まで）の間に、重

度の特殊感染性肺炎（COVID-19）による感染拡大の影響を受け、規定

の納税期間に税金を全納できない場合、税務調査徴収法（中国語：税捐

稽徵法）第 26 条の規定に基づき、規定の納税期間内に税務当局に納税の

延期又は分納を申請することが可能となりました。管轄の税務当局は、申

請の受理後、事情を斟酌し、納税期限を 1 ヶ月から 12 ヶ月まで延期す

る又は分納の納期数を 2 期から 36 期（1 ヶ月を 1 期とする）へと変更

する許可を与えることができます。当該措置は、「納税義務者の納税延
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期又は分納の申請に係る税金に関する弁法」第 3 条第 3 項に規定する

税額の等級の制限を受けるものではない、とされています。 

 

関連する各国税及び地方税（営業税、営利事業所得税、総合所得

税、土地建物一体課税（中国語：房地合一所得税）、貨物税、酒税、タ

バコ税、特種貨物及び労務税、家屋税、地価税及び鑑札税等）の納税延

期又は分納の申請に係る申請書の書式については、財政部ホームページ

に掲載されている添付資料をご参照ください。 

 

 

 

【参考（台湾「税務調査徴収法」条文抜粋）】 

第 26 条 

納税義務者が天災、不可抗力等による影響を受けている、又は経済

的に不利な状況にある等の要因により、法定期間内に全納できない

場合、規定の納税期間内に税務当局に納税の延期又は分納を申請す

ることができる。当該の納税の延期又は分納の期間は 3 年を超える

ことはできない。 

前項の天災、不可抗力等による影響を受けている、又は経済的に不

利な状況にある等の要因の認定及び実施方法に係る弁法は、財政部

が定めるものとする。 

  

  

   

 

JSG ホームページ 

http://www.deloitte.com.tw/jsg/ 
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日商組新聞稿 

財政部公布「稅捐稽徵法」第 26條規定， 

因應嚴重特殊傳染性肺炎疫情相關延期或分期

繳納稅捐事宜 

 

 
 

財政部今發布台財稅字第 10904533690 號令，納稅義務人於「嚴重特

殊傳染性肺炎防治及紓困振興特別條例」施行期間（109 年 1 月 15 日至 

110 年 6 月 30 日）內，受嚴重特殊傳染性肺炎（COVID-19）疫情影響且

不能於規定繳納期間繳清稅捐者，得依稅捐稽徵法第 26 條規定，於規定納

稅期間內，向稅捐稽徵機關申請延期或分期繳納。主管稅捐稽徵機關受理

後，得酌情核准延期繳納之期限 1 至 12 個月或分期繳納之期數 2 至 36 期

（每期以 1 個月計算），不受「納稅義務人申請延期或分期繳納稅捐辦法」

第 3 條第 3 項規定有關金額級距之限制。 

相關各項國稅及地方稅(如營業稅、營利事業所得稅、綜合所得稅、房地

合一所得稅、貨物稅、菸酒稅、特種貨物及勞務稅、房屋稅、地價稅及使用

牌照稅等)申請延期或分期繳納稅捐申請書格式請詳財政部連結內附表。 
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【參考（稅捐稽徵法摘錄）】 

第 26 條 

納稅義務人因天災、事變、不可抗力之事由或為經濟弱勢者，不能於

法定期間內繳清稅捐者，得於規定納稅期間內，向稅捐稽徵機關申請

延期或分期繳納，其延期或分期繳納之期間，不得逾三年。 

前項天災、事變、不可抗力之事由、經濟弱勢者之認定及實施方式之

辦法，由財政部定之。 
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